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最近の電波政策の動向について 
（第８回 FMMC 研究会 2021 年 10 月 15 日実施） 

総務省総合通信基盤局電波部電波政策課長 荻原 直彦 氏 
 
最近の電波政策のトピックを幾つか取り上げて紹介します。 

 まず、本日は電波利用の現状を説明し、その上で、新しい方式を導入した５G の最近の

周波数割当てについて紹介します。また、年度内に実用化するよう取り組んでいる、ダイ

ナミック周波数共用の実現について説明します。加えて、携帯電話以外の新しい無線シス

テムの動向を幾つか紹介します。最後にデジタル変革時代の電波政策懇談会の取りまとめ

の中からポイントを簡単に説明します。 
 周波数利用の現状については、携帯電話でも高い周波数の利用が進んできており、５G
でミリ波帯の 28GHz 帯の周波数が割り当てられて、実用化されています。標準化の議論で

は、40GHz 帯も５G 用の周波数として割り当てる議論も進んでいます。事業者は、現在

700MHz から 28GHz までの幅広い中で、幾つか周波数帯を持ち、特性をうまく組み合わせ

て、携帯電話のインフラを構築しています。 
 無線局数は急速に増えており、2020 年３月末の数字で２億 6,626 万局です。モバイルサ

ービスの契約数は２億件近くに数字が伸びてきており、人口を超え、モバイルサービスの

端末を、１人で２台、３台とお持ちの方が増えてきていることが数字に表れています。 
 
５G 周波数割当てへの特定基地局開設料制度の導入 
 携帯電話はおおむね 10 年ごとに進化してきていて、５G は、超高速というこれまでの携

帯電話の進化に加え、超低遅延や多数同時接続といった新しい進化の形を特徴とし、この

新しい機能によって、利用分野の幅が大きく広がると期待されています。 
 携帯電話については、割り当てられた周波数帯の中で、数多くの基地局を全国に設置す

る必要があるため、周波数帯毎に、いわばまとめて事業者に専用に使える権利を持たせる

制度、特定基地局の開設計画の認定制度を導入しています。 
 周波数の割当てにあたっては、開設指針（割当方針）に事業者に達成して欲しい条件と

してさまざまな項目、例えばエリアカバー率や、安全・信頼性対策といった項目が示され

ます。総務省で、割当指針を公示し、それに従って、事業者に開設計画の申請をしていた

だきます。開設計画の中には、指針の中に書かれた項目について、自らの取組みを記載し

ていただきます。例えばエリアカバー率であれば、５年以内にこれぐらい達成しますなど

と計画値を記載して頂くことになります。この開設指針等に挙げている審査項目に、新た

に「周波数の経済的価値を踏まえた評価額」という項目を追加しました。 
 2020 年 5 月に電波法を改正し、それが施行されて、2021 年 4 月にその制度に基づいて、

この経済的価値を踏まえた評価額を審査項目にした初めての電波の割当てを行ないました。

この制度では、各事業者がその周波数に対する経済的価値を検討して、その額を申請する
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計画の中に記入します。割当てを受けた場合には、その計画に書き込んだ数字を、５年に

わたって、その評価額に基づいて納付して頂くことになります。事業者から国庫に納付さ

れた納付金は、Society5.0 の実現に資する施策に充当されます。 
 2021 年４月の割当てでは、1.7GHz 帯で、上り下りで 20MHz 幅ずつの割当てを行うた

め、開設指針を公示しました。この帯域は、東名阪はすでにドコモに割当てており、東名

阪以外での割当てとなりました。 
 結果的には４事業者全てから、基地局数、カバーエリア、面積カバー率等、割当方針で

総務省が示した項目を盛り込んだ計画の申請がありました。特定基地局開設料の金額につ

いては、各事業者から 100 億円、67 億円、62 億円（２社）の経済的価値があると計画に書

き込んで、申請されました。総務省から開設指針に標準的な金額として 62 億円と示してお

り、それを参考に各社それぞれが検討して、特定基地局開設料の金額を出しています。 
 審査においては、絶対審査と比較審査を行いました。絶対審査については、割当方針に

基準を示し、それを１つでも下回ると、そこで失格になります。申請のあった４社は、全

てそれをクリアしていました。比較審査に進んで、エリア展開がどれだけ進むのか、ある

いは、特定基地局開設料についても金額の多寡を評価し、予め公表している審査方法によ

り客観的な評価を行い、さらに電波監理審議会に諮問し、答申を頂いた上で、周波数の割

当てを行いました。（図表 1） 
図表 1 

 
ダイナミック周波数共用の実現 
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 その結果、楽天モバイルへ周波数の割当てを行っています。特定基地局開設料につい

ては、楽天モバイルは 67 億円で、全体の中では２番目でしたが、それ以外の項目の点数と

総合して周波数の割当てを行いました。 
 こういう形で、電波の割当ての中で周波数の経済的価値を評価する仕組みを制度化して、

実際に５Ｇの周波数の割当てをしたことが、まず１点目の話です。 
周波数割当ての新しい方式として、もう１つ、ダイナミック周波数共用という方式を導

入しました。携帯電話の周波数については、５G はもちろんですが、その先の 6G への展開

も考えると、ニーズはますます拡大していきます。電波の有効利用の技術も高度化します

が、サービスの内容も合わせて高度化していくので、電波の確保が重要となります。 
 高い周波数は、大量の情報を送ることができますが、一方で電波があまり飛ばない特性

があり、高度な利用技術が必要となります。高い周波数帯には、まだ使える帯域がありま

すが、技術的に利用が難しく研究開発要素も多分にあります。直近のことを考えると、現

在使用しているマイクロ波帯等、使いやすい周波数帯で、５G、それから Beyond５G も見

据えて、携帯電話に割り当てる電波を確保する必要があります。しかしながら、そうした

帯域は、全て他の用途で使われていて、空いている周波数はありません。 
これまでは携帯電話には、空いている周波数を割り当てるか、既存の使用者に他の帯域

に移って頂いて空けることを前提に割り当てる、そういう考え方が基本になっていました。

５G からはある意味で大きな転換があり、他の無線局と共用して、共存しながら電波を使

うことが基本になっています。 
 このような中、少しでも携帯電話が周波数を使える余地を増やしていくために、ダイナ

ミック周波数共用の導入に向けて検討が進められてきました。 
 イメージとしては、図表 2 の左側が現在の電波の利用の仕方です。同じ周波数を別のシ

ステムで使うときには、十分に距離を確保して使います。今検討されている 2.3GHz 帯は、

公共業務用と、放送事業者が中継用の映像伝送のシステム（FPU）で使っています。その

システムは、例えば災害やイベントがあればその電波を使いますが、何もないときは使っ

ていないときもあります。現状では携帯電話と他のシステムが同じ周波数を使う場合には、

十分に離れたところで使う必要があり、仮に他のシステムが使っていないときも、携帯電

話は従来どおりのエリアを確保することとなります。ダイナミック周波数共用では、他の

システムが電波を使っていないときには、他のシステムのエリアまで携帯電話を使えるよ

うにします。時間的に、面的に、変化に応じてエリアを広げたり縮めたりというのがダイ

ナミック周波数共用の考え方です。 
 この考え方については、アメリカ、ヨーロッパでも導入が一部進んでおります。米国で

は、センサー方式で、自動的にセンサーが他のシステムの電波を検知すれば、携帯電話の

電波が調整されるシステムが導入されています。一方で、欧州、日本で検討しているのは、

データベース方式で、あらかじめ、例えば放送事業者であれば放送事業者が使う時間帯や

場所を登録して、そのデータベースに登録された情報を基に、携帯電話事業者が電波を使
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います。放送事業者が使っていないときに、携帯電話事業者はエリアを広げるなど、そう

いった使い方をします。 
図表２ 

 
 データベース方式では、なんとなくアナログ的なところがあります。一方で、アメリカ

のセンサー方式の場合は、センサーで自動的に電波を感知しますが、これは、海軍のレー

ダー等、電波が飛んでくる方向が一定のシステムとの共用であるため、センサーが利用で

きるという事情があります。一方で、放送業務用や欧州のようにワイヤレスマイクだと、

移動するシステムはどこで使われるか分からず、それを全部センサーで感知するのは困難

です。このため、今回、日本は欧州と同様にデータベース方式によりダイナミック周波数

共用システムを導入することとしています。 
 具体的なユースケースとしては、アドホック的にイベントや工事現場で使うことや工場

や地下街などの閉空間での使用が想定されます。FPU を使うときには携帯電話側は電波を

止める必要がありますが、使っていない時間が多い夜間などには携帯電話で使われること

が期待されています。 
 現在導入を検討しているのは、2.3GHz 帯で、放送事業の FPU が使っている 40MHz 帯

幅の部分に携帯電話を導入できるように検討しています。この周波数帯は放送事業者以外

にも公共業務用で固定通信や移動通信で使われていますので、そちらとの調整もしながら

放送事業者との間でダイナミック共用をしようとしています。 
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 携帯電話の基地局と FPU は、技術実証をして、20km 以上離せば、互いに影響なく使え

る可能性があるという結果が出ています。ただ、FPU は移動して使う中継用のシステムな

ので、常に距離を十分に確保することは、事実上不可能です。まさに、ダイナミック周波

数共用を導入するのに適した状況だと考えられます。 
 一方で、公共業務用の周波数は、ある程度、使われ方が決まっており、こちらはダイナ

ミック共用を適用しなくても、あらかじめ調整することで共用可能です。公共業務用と放

送事業者用と携帯電話事業者の三者間での共用を実現するべく準備が進められています。

今後はこういった形で、多様なシステムと携帯電話が共存するための工夫というか知恵が、

携帯電話の電波を割り当てる際に必要になります。 
 ダイナミック周波数共用については、法改正も行い、ダイナミック周波数共用管理シス

テムと呼ばれるデータベースの管理を行う機関として、周波数有効利用促進センターが、

電波法に位置付けられました。一般社団法人電波産業会（ARIB）がそのセンターに指定さ

れ、現在、携帯電話事業者と放送事業者と協議しながら、データベースの最終的な詰めを

行っています。 
 今後、電波の割当ての手順、開設指針の公示や、あるいは開設計画の認定といった手続

きを踏んでいきますが、今年度中にはこの 2.3GHz 帯のダイナミック周波数共用システムの

実用化を目指しています。 
  
新たな電波システムの導入 
 議論が進んでいるいくつかの新しい電波システムについて、簡単に紹介します。 

(1) 衛星コンステレーション 
まず、さまざまな提案が次々に打ち出されている衛星コンステレーションです。これは、

低軌道に多数の周回衛星を打ち上げて、それを一体的に運用して、通信や測位といったサ

ービスを提供します。世界中をカバーすることが可能で、低軌道なので、地上と通信する

際の電力消費や遅延が少ないことや、高い周波数を使って高速通信を実現していることが

主な特徴です。例えばバックホール、携帯電話の基地局までの回線を衛星でカバーすると

いったような提案がなされています。 
 提案されている主なシステムを４つ挙げます。Iridium では、高速化の取り組みが進んで

おり、すでに、75 機の衛星全ての打ち上げが終わり、総務省でも導入する上で必要な制度

整備を完了している状況です。 
 SpaceX は、KDDI 等が協力し、サービスを提供する形で取り組んでいます。これに関し

ても制度整備が済み、地上高 550km と、さらに低い軌道で 2022 年中にはサービスを展開

していくと聞いています。 
 OneWeb というソフトバンクが出資している低軌道衛星システムについては、審議会で

技術的条件の審議がまとまり、電波法の中の技術基準の制度整備等に着手しています。こ

ちらも 2022 年中の展開予定で、携帯電話事業者は、特に不採算地域が多いと思いますが、
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基地局までの光ファイバー回線の代わりに、衛星をエントランス回線として活用していく

ことを想定していると聞いています。 
 この３つでは、いずれも専用の端末が必要になります。Iridium は、少し大きいですが携

帯型の専用の端末があります。SpaceX や OneWeb では、パラボラアンテナを持っている

ような送受信機で通信をします。 
 AST SpaceMobile には、楽天モバイルが出資してプロジェクトが進んでいます。楽天は、

スペースモバイル計画として、既存の携帯電話端末が直接衛星と通信をすることを想定し

ており、過疎地での通信をこの衛星でカバーすることが可能であるとしています。サービ

ス開始時期はまだ明確になっておらず、2023 年以降とされており、現在、情報通信審議会

で技術的条件について検討を進めている状況です。 
 衛星コンステレーションについては、通信インフラをカバーしていく有力な手段として、

参入も活発化していますし、国内での利用について提案が出てきています。大規模なシス

テムは外資が中心ですが、国内からも、衛星を使った測位サービスを、衛星コンステレー

ション、例えば数十機の衛星を打ち上げる計画等の提案が出てきています。 
 (2) 公共安全 LTE 
 次は、公共安全 LTE、PS-LTE についてです。災害対策などを行う公共機関は、従来よ

り、それぞれの通信システムを持っていますが、携帯電話の通信方式を使って、共通基盤

として利用できる無線システムを導入しようという動きです。 
 平常時は業務用の携帯電話として使える利点もあり、本来目的である災害発生時の活用

についても、各機関が同じシステムを使うことによって、関係機関同士の情報のやりとり

が、円滑になっていくことが期待されています。また、LTE 方式ですので、普及した携帯

電話の端末が使えて、低コスト化が進むと期待されます。 
 2022 年度の本格運用に向け準備を進めておりますが、各防災機関がそれぞれのシステム

を運用している状況下で、共通のシステムを導入するために、システムの利用方法の高度

化や、各機関での情報の流通の円滑化、そういったメリットを理解頂くよう説明すること

から始めました。現在では、各災害対応機関が参加し、積極的にこのシステムの導入に向

けた検討を進めているところです。 
（3）ワイヤレス給電 
 ワイヤレス給電については、電力伝送に関する取り組みです。電源ケーブルを使わずに、

電波で電力を送るシステムですが、電波を使うと、様々な方向に電波が飛ぶので、周りの

システムへの影響を考慮する必要があります。また、電力を運ぶには、強い電波が必要に

なるので、人体への影響など、幅広い検討が必要になるテーマです。 
携帯電話への給電や、電気自動車等への給電について、世界的に実用化が進んでいる状

況にあります。しかし、他の無線局への影響など、さまざまな課題があり、実用化されて

いるのは送信距離が数 mm から数十 cm と、極めて短い範囲に限られています。至る所で

多様な利用のされ方をしているセンサーや端末に対し、電池の交換やコードでの充電は手
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間がかかります。こうしたケースでの利用等を想定して、現存システムよりも電波で飛ば

す距離を長く取れるように、さまざまな検討が進められています。 
 第１ステップとして、技術基準等の検討が進んでいるのは、管理された工場といった閉

空間での利用です。一定程度の条件で閉空間において利用するという形から、実用化の検

討が始まっており、今後さらに第２ステップとして、距離の長い伝送や、一般の人が出入

りするようなところでの IoT 機器への給電などを見据えた検討が行われていくことが期待

されます。 
 (4) 無線ＬＡＮ 
 無線 LAN についても、高度化が進んでいます。ホットなテーマとしては、これまで

2.4GHz 帯と５GHz 帯で利用してきましたが、新たに６GHz 帯を、高速の第６世代の無線

LAN、Wi-Fi６に割り当てられるよう、2022 年３月頃のとりまとめに向けて技術的な検討

を審議会で始めています。Wi-Fi６として６GHz 帯を使うと高速な通信が可能になり、５G
の技術と組み合わせてさまざまなことができます。 
 Wi-Fi６が導入されると、ローカル５G は不要ではないかという指摘をいただくこともあ

りますが、無線 LAN は免許不要なので、簡単に機器を設置できますが、たくさんの機器を

設置すると伝送速度が落ちます。そのため、免許制度が導入されているローカル５G と組

み合わせて、帯域を一定程度確保しなければいけないサービスはローカル５G、品質保証は

それほど必要ないところは無線 LAN と、組み合わせて使うことになると考えています。 
 (5) Beyond ５G 
５G の本格的なエリア拡大は今まさに進んでいるところですが、Beyond５G として、次

の世代の研究開発も進めています。特徴が７つあり、高速化、超低遅延の性能や多数同時

接続がさらに高度化していくことに加えて、通信の場合、高度化すればするほど増大する

電力消費量の課題を解消すること等が大きなテーマになります。 
 光の適用範囲を拡げていくことが一つの解でしょうが、さまざまな手法を使って、超低

消費電力等の技術を高度化することが極めて重要になってきます。また、サイバーセキュ

リティーも含めて、安全・信頼性の確保がとても重要になってきます。すでに関連した研

究開発がスタートしています。 
 総務省も、戦略を取りまとめ（図表３）、それを受けて、コンソーシアムが発足しており

ます。研究開発や標準化、それから展開、それらがうまくつながっていくように、戦略化

して、取り組みを進めています。 
 特に知財の確保については、必須特許を確保することや、重要技術の開発を特許戦略に

則って戦略的に進めてことが重要なので、Beyond５G 新経営戦略センターを立ち上げ、多

くの参加者を得て取り組みを始めました。 
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図表３ 

 
 
デジタル変革時代の電波政策 
 今後の電波政策の方針を多岐にわたってお示し頂いた、2020 年 11 月から 2021 年８月ま

で開催されたデジタル変革時代の電波政策懇談会の取りまとめについて説明します。 
 まず、最近の電波利用の状況については、電波システムの発展に従って、特に移動通信

システムの加入者の伸びが、右肩上がりで伸びています。いわゆるモバイルサービス、携

帯電話と BWA の契約者数が、2021 年３月にほぼ２億となり、もうすぐ人口の２倍になっ

てしまう状況です。それを支える技術が必要で、高度化が進んでいます。また、高い周波

数を活用する技術の開発や、あるいはネットワークのソフトウェア化が進行しています。

こういった技術革新が進む中で、移動通信システムのサービスの高度化が急速に進展して

いるというのが現状です。 
 社会情勢の変化ということでは、コロナ禍がデジタル化の加速のきっかけになったとい

われており、日常生活や社会経済活動においてワイヤレス、無線通信システムが大きく貢

献していると言っても間違いないと思います。テレワークや各種遠隔サービス、遠隔教育

等、無線の利用が進んでいるところです。サービスやモノの非接触化といった新しい生活

様式が導入されてきており、そこでもデジタル化の重要性が高まってきています。 
 そうした状況下で、周波数の利用が、今後どのように進んでいくのかについて、まず、

どれぐらい電波が必要なのかを、懇談会で議論いただきました。今後を支えていく無線シ
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ステムとして７つのシステムを絞り込んでいただきました。その中で、さらに 5Ｇ・Beyond
５G 等携帯電話網、衛星通信・HAPS（High Altitude Platform Station：携帯電話の基地

局装置を搭載し、高高度を飛び続ける無人飛行機）、IoT・無線 LAN、次世代モビリティの

４つのシステムについては、今後、特により多くの帯域を割り当てていく必要があるとい

うことで、ピックアップされています（図表４）。 
図表４ 

 
 懇談会では、４つのシステムで今後必要な周波数の目標値について、2025 年度末に

16GHz 幅の周波数が必要になるとまとめていただきました。今の電波の利用状況に沿って

分析をして、かなり確度の高い数字として算出しました。少し先になると様々な変動要素

が入ってきますが、2030 年代には、102GHz 幅ぐらいの周波数が必要になってくる可能性

が十分にあるという認識が共有されました。 
 また、懇談会では、多岐にわたって電波の制度あるいは技術に関する課題を抽出して、

それぞれに対する今後の方向性を示して頂いています。 
デジタル変革時代に必要とされる無線システムの導入・普及に関して、まず、ローカル

５G について、自分の土地の中での利用が基本ですが、2025 年ごろに向けて、他者の土地

で利用するニーズ、広域利用に関するニーズがかなり大きく、検討を進めていくことが適

当とされました。併せて、免許手続きの簡素化についても指摘をいただきました。 
 電波の安全性についてもしっかり確保していくために、測定方法等の仕組みを検討する

べきという提言もいただきました。 
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 Beyond５G の研究開発については、実験用の無線局の免許手続きの緩和や、電波利用料

を活用して研究開発を進めていくべきという提言を頂いています。先ほど説明したダイナ

ミック周波数共用の実用化についても、提言の中に含まれています。 
 無線ネットワークのオープン化のため、基地局の構成を、１つのベンダーで全てを構築

していくのではなく、パーツごとにベンダーが違っても実現できるよう、ネットワークを

できるだけマルチベンダー化するための接続試験テストベッドの実現を図っていくことな

どが提言されております。 
 自然災害への対応については、PS-LTE の運用本格化です。デジタルワイヤレス人材の人

材確保が必要なため、無線従事者制度の見直しについて検討していく必要があるとの提言

も頂いております。 
 周波数有効利用の検証及び割当ての方策に関しては、まず、公正競争の確保です。電波

の割当ての際に、開設指針、割当方式の中に、公正競争の確保につながるような取り組み

を項目として挙げ、それを評価の対象にすることについて提言いただきました。 
 さらに、周波数の再割当制度の導入です。特に携帯電話について、周波数割当ての際に

は、特定の周波数帯を割り当てられた事業者が一定期間（通常５年から 10 年）専有できる

制度を、開設計画の認定制度という形で運用しています。現状は、有効期間が終了したあ

とも、最初に割り当てられた事業者が、免許の更新をして使い続けています。制度上は、

期限が切れたあとは誰でも申請できますが、実際はそういう動きは出てきておらず、今後

は周波数の再割当ての仕組みを制度化していくべきとしています。無条件に再割当てを行

うのではなくて、新たに割当てが欲しいという競願が発生する場合や、電波が有効に使わ

れていない場合など、一定の条件を設けて、該当する場合に再割当てをする制度の導入を

提言いただいています。これについては、電波法の改正も視野に入れて、検討を進めてい

ます。 
 それから、新たな認定開設者に周波数が移行する際に、終了促進措置という、既存事業

者が移行を前倒しするための費用を負担する制度があり、再割当ての際には、こういった

制度を活用することも指摘されています。現在、携帯電話事業者が使用している帯域に別

の事業者が入ってくることが想定されていないので、制度改正が必要となっています。 
 プラチナバンドの扱いについては、再割当制度の導入の中で、普遍的な制度を活用して

対応することが適切であるとされました。普遍的な制度を策定し、それに則り、プラチナ

バンドを特別扱いせずに他の帯域と同じように扱うべきという趣旨です。 
 経済的価値を踏まえた割当手法については、まず、特定基地局開設料制度を着実に運用

していくべきで、その運用状況を検証していくべきとされています。 
 オークション制度については、諸外国の動向、メリット、デメリット、特にそのデメリ

ットに対して、どんな対策を諸外国では取っているかを具体的に調査・分析するなどして、

検討していくことが適当だとされました。 
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 公共業務用周波数の有効利用方策に関しても提言をいただきました。国や自治体が使っ

ている公共業務用周波数について、有効に利用されていない可能性の指摘があり、それに

ついて、利用状況の検証をするとともに、現時点でアナログシステムを使っているような

ものに対して、今後の有効利用の方策も含めて、懇談会で方向性をあらためて確認しまし

た。（図表５） 
図表５ 

 
 特に、上の９つのシステムについては、他の用途、例えば携帯電話等でこの周波数帯を

利用するため、他の周波数に移行する、あるいは、新しく導入される携帯電話等と周波数

を共用するといった方向性を明確化いただきました。アナログのシステムについても、国

のシステムについては、デジタル化か、あるいは廃止するといった方向性を明確にしてい

ただきました。 
 自治体のシステムについても、同様に電波の利用効率を上げ、有効利用を進めていく必

要があり、今ある周波数の利用状況調査、それに基づいた周波数再編アクションプラン、

割当計画の見直しといったサイクルを適用するべきとされました。 
 端末免許の手続きの緩和、無線システムのデータベース（PARTNER（パートナー））の

刷新、不適合機器の流通抑止や、ミリ波帯の電波監視、非常に幅広く提言をいただき、一

つ一つ取り組みを進めています。 
 本日、取り上げていない課題もあり、また、日々さまざまな要望を頂いています。公共

の財産である電波について、さまざまな人が使いやすいように、安全に安心して使えるよ
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うにすることが最大の目的ですので、ご要望は積極的に受け止めてしっかり対応していく

ことを基本として日々電波行政に取り組ませていただいております。 


